
「中部地域の景況感の現状(10～12 月期)と

見通し(来年４～６月期まで)」

〔今回のポイント〕

中部地域の景況判断

10～12月期の中部地域の景況判断（「良い」－「悪い」社数構成比）は、３

期連続での改善（前期比10.4ﾎﾟｲﾝﾄ改善して▲55.9）となった。過去の最悪期

と同程度にまで改善したものの、持ち直しのテンポが鈍化している。

製造業における機械設備水準判断が前回よりも改善の度を増している一方

で、建設業の業績判断や非製造業の雇用判断が悪化に転ずるなど、持ち直しの

足並みに乱れが生じている。

先行きについては、従来からの米国経済や個人消費の先行き懸念に加えて、

円高やデフレの再燃への懸念が急速に拡大しており、景気対策の息切れなども

含めて、先行きに対する不安要因が重なり、不透明感が強まっている。

〔調査の概要〕

◎調査時期 ： 平成 21 年 11月 18日～12月７日

◎回 答 ： ３０８社 （回答率 44.3％、対象６９５社）

→(予測)

(+10.4P)
10-12月期

▲ 41.2
▲ 49.3

▲ 55.9
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(1)中部地域の景況判断 〔現況判断・見通し ： 「良い」－「悪い」 〕

→(予測)

(+10.4P)
10-12月期

【景況判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[９月] １ :悪い ２ :さほど良くない ３ :良い Ｄ.Ｉ. (良い-悪い)

66.3% 33.7% 0.0% ▲ 66.3

[今回] １ :悪い ２ :さほど良くない ３ :良い Ｄ.Ｉ. (良い-悪い)

57.5% 40.9% 1.6% ▲ 55.9

◎景況感は、３期連続での改善（前期比10.4ﾎﾟｲﾝﾄ改善して▲55.9）となっ
た。過去の最悪期（平成14年第Ⅰ四半期 ▲55.7）と同程度にまで改善したもの
の、持ち直しのテンポが鈍化している。

[現状]

[今後]

10.4p

◎先行きについても、改善傾向が続くものとみられるが、その足取りは緩
やかなものになるものと見られている。

▲ 41.2
▲ 49.3

▲ 55.9
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(2)機械設備水準判断（製造業） 〔現況判断・見通し ： 「不足」－「過剰」 〕

→（予測）

(+22.6P)

【機械設備水準判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[９月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

75.2% 24.8% 0.0% ▲ 75.2

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

53.4% 45.8% 0.8% ▲ 52.6

◎製造業における機械設備水準判断は、前期比22.6ﾎﾟｲﾝﾄ改善して▲
52.6と２期続けての改善となった。しかしながら、過去の最低水準（平成13年
第Ⅲ四半期 ▲49.5）にも達せず、過剰感の強い状況が続いている。

◎「過剰」とする企業が依然として半数を超える状況が続いている。

◎先行きについては、来期以降の改善が数ﾎﾟｲﾝﾄにとどまっているよう
に、過剰感の解消には程遠い状況が続くものと見られている。

22.6p

[現状]

[今後]

▲ 50.0

▲ 50.9

▲ 52.6
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(3)雇用判断 〔現況判断・見通し ： 「不足」－「過剰」 〕

→（予測）

(+7.5P)

【雇用判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[９月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

44.1% 50.5% 5.4% ▲ 38.7

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

37.0% 57.2% 5.8% ▲ 31.2

◎先行きについては、来期以降の変化が１ﾎﾟｲﾝﾄ未満でほぼ横ばいとなっ
ているように、先行きの見通しにくい状況が続くものと見られている。

7.5p

◎雇用判断は、２期続けての改善（前期比7.5ﾎﾟｲﾝﾄ改善して▲31.2）と
なった。最悪の状況は脱したものの、過剰感の強い状況が続いている。

[現状]

[今後]

◎「適正」とする企業が６割近くに増加してきたものの、「過剰」とする企業
も３分の１を超えており、過剰感は依然強いままである。

▲ 30.7▲ 31.2

▲ 30.3
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(4)業種別・業績判断 〔現況判断 ： 「良い」－「悪い」 〕

（+17.3P)製 非
（+6.5P）

（+9.3P）

（-4.9P）建 全

(5)業種別・設備投資計画判断 〔現況判断 ： 「積増し」－「縮小・繰り延べ」 〕

（+4.5P）建

（+0.8P）非

（+2.9P）全

（+5.0P)製

◎製造業、非製造業（除．建設業）、建設業ともに、設備投資計画判断について
は、水面下ながらも改善の動きが続いている。

◎製造業の改善が続いたものの、建設業が再び悪化に転じており、全体として
の業績判断の改善の動きが緩やかなものとなっている。

▲ 22.5

▲ 23.9

▲ 22.4

▲ 17.7
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〔全 産 業〕
〔製 造 業〕

〔非製造業(除.建設業)〕
〔建 設 業〕

▲ 38.1

▲ 36.5

▲ 37.8

▲ 43.9

-100

-75

-50

-25

0

25

50

11
Ⅳ
12
ⅠⅡⅢⅣ

13
ⅠⅡⅢⅣ

14
ⅠⅡⅢⅣ

15
ⅠⅡⅢⅣ

16
ⅠⅡⅢⅣ

17
ⅠⅡⅢⅣ

18
ⅠⅡⅢⅣ

19
ⅠⅡⅢⅣ

20
ⅠⅡⅢⅣ

21
ⅠⅡⅢⅣ

22
Ⅰ

〔全 産 業〕
〔製 造 業〕
〔非製造業(除.建設業)〕
〔建 設 業〕

- 4 -



(6)業種別・雇用判断 〔現況判断 ： 「不足」－「過剰」 〕

(+3.2P）建

（-2.3P）非

（+20.9P）製

◎非製造業（除．建設業）が、再び悪化したものの、建設業は、わずかながら改
善が続いている。

◎製造業においては、３期続けての改善（+20.9P）で、テンポを早めており、
▲36.3にまで改善している。

▲ 36.3

▲ 28.4
▲ 24.3
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(7)景気の先行き不安要因
（複数回答）

(8)21年度下期の業績予想の前提

①原油価格〔通関（ＣＩＦ）〕

②対ドル・円レート〔銀行間直物〕

74%

33%

65%

32%

8%

42%

26%

66%

66%

65%

49%

43%

42%

31%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

米国経済の先行き

円高

個人消費の低迷

景気対策の息切れ

デフレの再燃

設備投資の低迷

失業率の上昇

9月

今回

4% 90～95円未満, 45%
85～90円未満,
46%

90～95円未満, 51%

5%

95～100円未満, 45% 3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9月調査

今回

80円未満 80～85円未満 85～90円未満 90～95円未満

95～100円未満 100～105円未満 105～110円未満 110円以上

14%3%

50～60$未満, 20% 60～70$未満, 51%

60～70$未満, 23%

26%

70～80$, 55%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9月調査

今回

～40$ 40～50$未満 50～60$未満 60～70$未満 70～80$ 80～90$ 90$～
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日本経済の現状認識と経済政策について

１．日本経済の現状認識について
①景気現状について

②日本経済が二番底に陥る可能性について

③景気回復を実感できる時期について

○ほとんどないとする見方が１％にとどまった一方で、「かなり高い」、「やや高い」を合わ
せて45％となるなど、二番底に陥る可能性が相当意識された状態となっている。

○緩やかに拡大とする見方と、概ね横ばいとする見方が減少した一方で、後退（緩やか
～大きく）としているとする見方は４割近くにまで達しており、景気減速のリスクが高まって
きている。

○既に実感している企業は１％に過ぎず、来年前半（1-3月、4-6月）までとする企業も
13％にとどまっている。加えて、再来年以降と見る企業が約４割に迫るなど、回復を実感
できるまでには相当の時間を要する見込み。

13%

7%

69%

概ね横ばい, 54%

10%

緩やかに後退,
20%

8%

後退している,
16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

９月調査

今回

緩やかに拡大 概ね横ばい 緩やかに後退 後退している 大きく後退している

ﾌｫｰｶｽ①

既に実感, 1%

3%
来4-6月
以降,10%

来7-9月以降,
15%

来10-12月以降,
33%

再来年以降, 38%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回

既に実感 来年１-3月以降 来4-6月以降 来7-9月以降 来10-12月以降 再来年以降

かなり高い
, 12%

やや高い, 34%
低いがありうる,
54%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回

かなり高い やや高い 低いがありうる ほとんどない
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④平成22年度の経済成長率（ＧＤＰ）見通しについて

⑤日経平均株価の見通しについて（21年度末）

２．最も期待する経済政策について （単一回答）

○産業競争力の強化策の拡充への期待が一段と強くなっている。また、公共事業の追加
への期待も増加している。

○年度末において、１万円を割り込むとする見方が６割を超えている。

-2％以下
, 13%
-2～-1％
, 14%

-1～0％, 18% 0～1％, 40%
1～2％
, 15%

２％以上, 0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回

-2％以下 -2～-1％ -1～0％ 0～1％ 1～2％ ２％以上

0% 8千～１万円, 64% 1万～1.2万円, 35%

1.2～1.4万円, 1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回

8千円未満 8千～１万円 1万～1.2万円 1.2～1.4万円 1.4～1.6万円 1.6万円以上

11%

16%

10%

18%

13%

7%

3%

7%

4%

9%

0%

2%

14%

16%

11%

22%

12%

4%

2%

5%

5%

7%

1%

2%

0% 5% 10% 15% 20%

1公共事業追加

２雇用対策拡充

３税制抜本改革

４産業競争力強化

５予算ムダ削減

６社会保障改革実現

７少子化対策拡充

８ｴﾈﾙｷﾞｰ戦略推進

９地球環境問題

10中小企業支援拡充

11農業再生

12その他
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① 景気回復の芽として期待すること

② （輸出をされている企業の方へ）貴社の輸出の増減について

③ 輸出の増加地域 ④ 輸出の減少地域
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○中国・アジア向けについては、「増加している」とする企業が増え、「減少している」とする
企業が減ってきているが、米国・ＥＵ向けについては、依然、「減少している」とする企業が
多い状況が続いている。

景気回復の芽として期待すること

○米国景気の回復への期待が最も高くなっており、続いて、消費マインドの回復、景気対
策の効果発揮など、需要面の回復への期待が大きいが、ここへきて為替レートの安定への
期待が急増している。

ﾌｫｰｶｽ②

7%

増加, 13%

横ばい, 45%

横ばい, 50% 減少, 37%

減少, 48%
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９月調査

今回

増加 横ばい 減少

4%

0%

25%

16%

3%

7%

3%

35%

29%

4%
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ＥＵ

中国
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中東・ロシア
９月調査

今回

58%

42%

14%

35%

17%

57%

38%

10%

15%

19%

0% 20% 40% 60% 80%

米国

ＥＵ

中国

アジア

中東・ロシア
９月調査

今回

80%

57%

34%

17%

37%

27%

29%

25%

73%

55%

39%

39%

37%

32%

24%

23%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

米国景気の回復

消費ﾏｲﾝﾄﾞの回復

景気対策の効果発揮

為替ﾚｰﾄの安定

設備投資底打ち

株価の回復

中国景気の回復

失業の底打ち

９月調査

今回


